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告 示 

 

滋賀県告示第１号 

児童福祉法（昭和22年法律第164号）第21条の５の３第１項の指定障害児通所支援事業者として、次の者を指定した。 

令和７年１月７日 

 滋賀県知事 三 日 月 大 造 

 

事 業 所 

の 名 称 

事業所の 

所 在 地 
名  称 

主たる事務所 

の 所 在 地 

指定障害児通所 

支 援 の 種 類  
指定年月日 事業所番号 

児童発達支 

援・放課後 

等デイサー 

ビスＰＲＩ 

ＤＥぷらす 

２号店 

栗東市安養寺 

七丁目１－22 

株式会社ＰＲ 

ＩＤＥ 

栗東市安養寺 

八丁目４番１ 

号 

児童発達支援 

放課後等デイサー 

ビス 

令和７.１.１ 2551200195 

 

滋賀県告示第２号 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第244条の２第３項の規定に基づき、次のとおり指定管理者を指定した。 

令和７年１月７日 

 滋賀県知事 三 日 月 大 造 

１ 施設の名称 滋賀県立草津ＳＯＨＯビジネスオフィス 

２ 指定管理者 草津市草津三丁目13番47号 Ｓｅｉｆ 代表者 株式会社アダムスセキュリティ 代表取締役 澤

井敬輔 

３ 指定の日 令和６年12月20日 

４ 指定の期間 令和７年４月１日から令和８年３月31日まで 

 

滋賀県告示第３号 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第244条の２第３項の規定に基づき、次のとおり指定管理者を指定した。 

令和７年１月７日 

 

○ 

令和 7 年（2025 年） 

1 月 7 日 

第      5 7 7     号 

火 曜 日 

 

県 章 

 

毎週火・金曜 2 回発行 

○ 

○ 

○ 
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 滋賀県知事 三 日 月 大 造 

１ 施設の名称 滋賀県営都市公園（奥びわスポーツの森に限る。） 

２ 指定管理者 米原市大野木1777番地 ヤマムログループ 代表者 株式会社ビッグブレス 代表取締役 梅本哲

男 

３ 指定の日 令和６年12月20日 

４ 指定の期間 令和７年４月１日から令和12年３月31日まで 

 

公 告 

 

国土調査の成果の認証公告 

近江八幡市白王町王の浜地区における国土調査の成果は、国土調査法（昭和26年法律第180号）第19条第２項の規定

に基づき国土調査の成果として認証したので、同条第４項の規定に基づき次のとおり公告する。 

令和７年１月７日 

 滋賀県知事 三 日 月 大 造 

１ 調査を行った者の名称 近江八幡市 

２ 調査を行った時期 令和３年８月から令和６年３月まで 

３ 成果の名称 近江八幡市白王町王の浜地区の地籍図および地籍簿 

４ 調査を行った地域 近江八幡市白王町王の浜地区 

５ 認証年月日 令和６年12月23日 

 

第48期滋賀県労働委員会委員候補者の推薦手続公告 

第47期滋賀県労働委員会委員の任期が令和７年３月31日をもって満了するので、次期委員を任命するため労働組合

法施行令（昭和24年政令第231号）第21条第１項の規定に基づき、使用者を代表する者（以下「使用者委員」という。）

および労働者を代表する者（以下「労働者委員」という。）の候補者の推薦を次により求める。 

令和７年１月７日 

 滋賀県知事 三 日 月 大 造 

１ 推薦の資格を有するもの 

(1) 使用者委員の候補者を推薦することができるもの 滋賀県の区域内のみに組織を有し、かつ、その目的または

業務において労働問題を取り扱う使用者団体 

(2) 労働者委員の候補者を推薦することができるもの 滋賀県の区域内のみに組織を有し、かつ、労働組合法（昭

和24年法律第174号。以下「法」という。）第２条および第５条第２項の規定に適合する労働組合 

２ 推薦される者の資格 法第19条の４第１項に規定する者は、委員となることができないほか、委員候補者に推薦

される者には、別段の制限はない。ただし、委員の任命に当たっては、国家公務員法（昭和22年法律第120号）、地

方公務員法（昭和25年法律第261号）、国会法（昭和22年法律第79号）等の兼職禁止規定による制限を受ける。 

３ 推薦期間 令和７年１月10日(金)から令和７年２月７日(金)まで 

４ 推薦書類 １(1)に規定するものにあっては第48期滋賀県労働委員会使用者委員候補者推薦書（別記様式第１号）

に、１(2)に規定するものにあっては第48期滋賀県労働委員会労働者委員候補者推薦書（別記様式第２号）に第48期

滋賀県労働委員会委員候補者調書（別記様式第３号）を添付して各１部提出すること。 

  なお、１(2)に規定するものにあっては、法第２条および第５条第２項の規定に適合する旨の滋賀県労働委員会の

証明書を併せて添付すること。 

５ 推薦書提出先 滋賀県商工観光労働部労働雇用政策課 〒520－8577 大津市京町四丁目１番１号 

６ その他 １(2)に規定するものが法第２条および第５条第２項の規定に適合する旨の滋賀県労働委員会の証明書を

求めるに当たっては、滋賀県労働委員会事務局備付けの資格審査申請書に立証資料を添付の上、滋賀県労働委員会

に令和７年１月17日(金)までに提出すること。 
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別 記 

様式第１号 

第48期滋賀県労働委員会使用者委員候補者推薦書 

 

                                                           年   月   日 

（宛先） 

滋賀県知事  

 

                 所在地   
 

                 使用者団体名   
 

                 代表者氏名                         

 

労働組合法施行令（昭和24年政令第231号）第21条第１項の規定により、第48期滋賀県労働委員会の使用者委員候

補者として次の者を推薦します。 

 

ふ り が な 

氏       名 
 

年 齢 

 

所属会社、事業所名および地位 

 
（事業所の所在地） 

 

所属する団体 備 考 

 

 
 

 

 

 

 

（              ） 

  

 

 
 

 

 

 

 

（              ） 

  

 

 
 

 

 

 

 

（              ） 

  

注 被推薦者の連絡先を備考の欄に必ず記載してください。 



4 令和 7 年（2025 年）1 月 7日 滋  賀  県  公  報 第 577 号 

様式第２号 

第48期滋賀県労働委員会労働者委員候補者推薦書 

 

                                    年   月   日 

（宛先） 

滋賀県知事  

 

                 所在地   
 

                 労働組合名   
 

                 代表者氏名                    

 

労働組合法施行令（昭和24年政令第231号）第21条第１項の規定により、第48期滋賀県労働委員会の労働者委員候

補者として次の者を推薦します。 

 

 ふ り が な 

氏       名 

 

年 齢 

 

所属労働組合名および地位 

 

（労働組合の主たる事務所の所在地） 

 

 

加 盟 上 部 

 

団体の名称 

 

備 考 

  

  
 

 

  

 

 

（              ） 

  

  

  
 

 

  

 

 

（              ） 

  

  

  
 

 

  

 

 

（              ） 

  

注 被推薦者の連絡先を備考の欄に必ず記載してください。 
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様式第３号 

第48期滋賀県労働委員会委員候補者調書 

 

１ 現住所   

 

 

２ 候補者氏名   

 

 

３ 生年月日   

 

 

４ 学  歴（最終学校名および卒業年月日を記入すること。）   

 

 

 

５ 職  歴（年月日順に記入すること。）   

 

 

 

 

 

 

 

６ 労働関係経歴（年月日順に記入すること。）   

 

 

 

 

 

 

 

７ 賞  罰   
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県 税 事 務 所 公 告 

 

軽油引取税免税証無効公告 

次のとおり軽油引取税の免税証を亡失した旨の届出があったので、亡失の日以後は無効とする。 

令和７年１月７日 

 滋賀県中部県税事務所長 山 本 義 宜 

 

免税証 

の種類 
用途 記号・番号 枚数 有効期間 

免税証に記載された販売業者 

の所在地および氏名（名称） 
亡失年月日 

200 

リットル券 
農業 

40925065 

～  

40925067 

40925069 
 

４ 

令和６.５.７ 

～  

令和７.４.30 

蒲生郡日野町大字里口37 

株式会社 伊藤佑商事 
令和６.12.18 

  

教 育 委 員 会 告 示 

 

滋賀県教育委員会告示第１号 

滋賀県立学校の管理運営等に関する規則（昭和32年滋賀県教育委員会規則第８号）第３条の規定に基づき、令和７

年度滋賀県立特別支援学校幼稚部および高等部の入学者の募集定員を次のとおり定める。 

令和７年１月７日 

 滋賀県教育委員会教育長 福 永 忠 克 

注１ 滋賀県立長浜養護学校高等部普通科の募集定員には、令和７年度滋賀県立特別支援学校高等部分教室入学者

選考要項（令和６年滋賀県教育委員会告示第８号。以下「要項」という。）に定める伊吹分教室普通科の募集

学  校  名 幼 稚 部  高     等     部 

滋 賀 県 立 盲 学 校 若 干 名 

普 通 科 ３人 

保 健 理 療 科 ９人 

専攻科 保健理療科 
９人 

専 攻 科  理 療 科 

滋 賀 県 立 聾 話 学 校 若 干 名 

普 通 科 ６人 

情 報 印 刷 科 
３人 

産 業 技 術 科 

滋賀県立北大津養護学校   普 通 科 
知的障害教育 18人 

肢体不自由教育 ６人 

滋賀県立鳥居本養護学校   普 通 科 病 弱 教 育 ３人 

滋賀県立長浜養護学校   普 通 科 
知的障害教育 12人 

肢体不自由教育 ３人 

滋賀県立草津養護学校   普 通 科 
知的障害教育 42人 

肢体不自由教育 ３人 

滋賀県立野洲養護学校   普 通 科 
知的障害教育 42人 

肢体不自由教育 ９人 

滋賀県立三雲養護学校   普 通 科 
知的障害教育 27人 

肢体不自由教育 ６人 

滋賀県立新旭養護学校   普 通 科 
知的障害教育 15人 

肢体不自由教育 ３人 

滋賀県立八日市養護学校   普 通 科 
知的障害教育 27人 

肢体不自由教育 ６人 

滋賀県立甲良養護学校   普 通 科 
知的障害教育 36人 

肢体不自由教育 ３人 
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定員は含まない。 

２ 滋賀県立三雲養護学校高等部普通科の募集定員には、要項に定める石部分教室普通科の募集定員は含まない。 
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